


























Ⅰ．は じ め に
1）Organization for economic cooperate development の略。
2）OECD（1998）Eco Efficiecy（樋口清秀監訳『エコ効率』CAP出版、1999年）.































4）WBCSD（2000）Eco-Efficiency：Creating more value with less impact（WBCSD ホームページ、2006）.
5）1968年に世界の科学者、経済学者などが集まって活動を開始した民間組織。環境・人口問題などの地球的
規模の課題により想定される人類の危機をいかに回避するかを探ることを活動目的としている。



















のニーズに合わせて利用すること」であり、具体的には「 1 企業・ 1 産業部門もしくは経済全










7）WBCSD（2000）measuring eco-efficiency a guide to reporting company performance（産業環境管理協
会訳『環境効率の測定』、2006）.
 






























































12）Ernst Ulrich von Weizsäcker（1998）Factor 4（佐々木建訳『ファクター 4 』省エネルギーセンター、1998年）.









































14）United Nation Conference on Trade and Development の略。国連貿易開発会議のこと。
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２．消費者の役割
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kg/unit 
kg/unit 
　 
 
　　年 
　 
輸送 
動作時消費電力 
待機時消費電力 
使用時に使用する材料：電池 
リサイクル・廃棄 
ライフサイクル全体での温室効果ガス
排出量 
　 
製品の寿命 
製品機能：同等機能とみなす 
 
　2000年度の温暖化防止効率　＝　──────────────────────────── 
2000年度の製品寿命×製品機能 
2000年度のライフサイクルの温室効果ガス排出量 
 
　　　　　　　　　　　　　　＝　────────────────── 
 
　8　年×　1　（機能） 
1446. 58kg /unit
 
　　　　　　　　　　　　　　＝　0. 0055
26）社団法人 産業環境管理協会（2005）『平成16年度経済産業省委託エネルギー使用合理化環境経営管理シス
テムの構築事業（環境効率調査）報告書』、pp. 1－59。
27）社団法人 産業環境管理協会（2006）『平成17年度経済産業省委託エネルギー使用合理化環境経営管理シス
テムの構築事業（環境効率調査）報告書』、pp. 1－102。
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１．環境効率の取り組みの段階や業界ごとの特色に応じた各制度の趣旨の明確化
必要とする効果、成果の明確化の度合いに応じて何を目標とするかが各業界やターゲットセ
グメントによって異なる。各制度を検討する際にはその特性を踏まえて、登録、認証、ガイド
ライン・標準化など、どの制度が業界・製品群の導入に最適か、その制度の選定も含め、制度
の枠組み、評価方法、普及推進・活性策などを明確にすべきである。例えば、標準化を検討す
る際、最終製品は顧客・ユーザーの視点も大いに取り込んだ評価を行う必要がある。一方、素
材や部品は内部管理や注文側のニーズを重視した評価方法が必要である。
２．活動成果の社会還元の促進
環境効率の向上は環境問題の解決策として、また同時に高度な生産性向上に結び付ける策と
して重要であり、確実な措置が必要である。これまで、基礎的な検討の段階では、具体的な用
途・目標を検討してきた。今後、活用策の実現化を検討する場面では、実際の社会のニーズを
踏まえ、環境パフォーマンス、経済性、品質・性能などの現状を把握し、実現しやすい目標を
設定する必要がある。例えば、環境効率指標を調達に活用することは、その活動成果の社会還
元といえる。また、インセンティブを付与するために、例えば環境効率アワードを企業レベル
でなく商品レベルに落とし込み、「環境効率アワード受賞商品」など営業・マーケティングに関
する経営戦略に活用する奨励制度も活動成果の社会還元を促進する手段として検討が望まれる。
３．社会のニーズに基づいた戦略的・組織的な活動の推進
ここ数年、環境効率の裾野は広がったものの、汎用できる実践的な指標開発は必ずしも多く
なく、指標活用は経済社会活動全体の改善に大いに貢献しているとは言い難い。従って、より
多くの企業で、多様かつ柔軟な管理・運用のもと、環境効率指標が活用されることが期待され
る。一過性のもので終わらせないよう、さらに発展・改良して、企業が魅力的に感じることの
できるもの、また主体的かつ継続的に取り組んでいけるような活動基盤の整備が望まれる。表
彰制度、登録制度、ガイドライン策定、標準化作業な長期的な視点に立った際、社会のニーズ
を反映し、イノベーション創出に資する活動を育む礎となるだろう。企業間の戦略的かつ組織
的な連携を可能とする場が必要である。
４．普及啓発活動の強化
わが国の環境効率向上は至上命題であるが、消費者の認識と企業の取り組みの認識にはまだ
大きな乖離がある。消費者も環境効率向上の担い手となるべく、意識改革が求められるため、
以下の点が考慮されるべきである。
q環境効率を適用するための制度構築の前に、概念の普及に早期着手すべきである。
w指標の標準化・国際規格の活用イメージが明確でなく、消費者に必要性は感じられない。
むしろ個人のライフスタイルに合ったものを詳細かつ丁寧に説明し、提供することに高い
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ニーズがある。
e長期的には、消費者を取り巻く各メーカーや業界が個別に取り組むのではなく、互いに連
携しながら消費者にアプローチすべきである。
５．地球規模での環境負荷総量との関連付け
製品レベルの環境効率だけではなく、地球規模での環境保全では環境負荷総量が重要である。
環境効率面での評価と並行して、十分条件として環境負荷総量で企業活動を評価することも必
要と考える。人口問題やエネルギー問題と同様に、いくら効率が良くてもものづくりの許容量
には限界があるからである。
環境効環境効率は製品の環境情報や企業の環境経営情報を積極的に提供し、同時に製品機
能・性能や経営品質という価値の向上も容易に示せる利点を兼ね備えた指標として関心が高
まっている。製品について言えば、環境報告書に記載されている環境配慮型製品の製品環境情
報の傾向を分析した結果によると、環境効率指標は積極的な企業努力の成果を社外に対して正
確に伝えるツールに適用できる可能性がある。将来、「環境効率」が市民権を得るための最大
の条件はいかに一般市民に分かりやすく伝えられるかである。
今後ますます高まる製品環境情報のニーズに応えつつ、「環境効率指標」が実践的に活用で
きる国際的ツールとして普及することを、そして、国内外の企業があらゆるステークホルダー
の支援を得て、自らの目標達成のために評価指標として環境効率指標を効果的に運用し、実践
と目標管理の双方向への刺激をもって、実際に行動を起こし環境負荷削減に引き続き努力する
ことを大いに期待している。
なお、本稿は一部、筆者が委員長を務めた経済産業省傘下の社団法人 産業環境管理協会委
託事業「製品の環境効率指標活用事業に関する小委員会」の活動報告、及び本学卒業生市村志
穂氏（現、京都大学大学院前期課程）の卒業研究「環境効率指標の現状と展望」をベースに、
ご承認を得てまとめたものである。社団法人 産業環境管理協会、及び市村氏のご好意に感謝
する。
Ⅵ．おわりに
